
 
 

 
 
 
基本目標の実現に向け、「６つの施策推進の考え方」に基づき、５つの重点分野で 

施策展開を推進します。            経済観光局長 塚原 良一 
 
 
 
 
 
 
 
【⑲129 件⇒⑳140 件】 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

新技術・研究開発支援

金融・経営支援 

設備投資支援 

本社、研究所等の誘致

新産業集積 

（バイオ・ＩＴ等）

ベンチャー企業創出 

アジア経済戦略 

横浜サイエンスフロンティアの研究開
発拠点強化 

企業立地促進条例による業務ビル・研
究施設等の立地誘導 

ベンチャー企業創出支援 

バイオ・ＩＴ企業誘致・集積 

就業機会の提供 

商店街活性化 

地域貢献企業支援 

消費者支援 

観光振興 

コンベンション誘致 

中央卸売市場の活性化 

商店街活性化への多様な主体の参加、

安全で安心な商店街づくり、地域づく

り機能として商店街活性化 

市内企業の地域貢献の支援・誘導 

消費生活相談、消費者教育・啓発 

・市場のあり方検討
・食育等を通した市場のＰＲ 

国内やアジアをはじめとする海外から
の集客プロモーション、シンボルとな
る観光拠点施設整備 
 

コンベンション開催と関連施設整備 

競争力を高める研究開発への支援 

産業人財の育成 

 

横浜の特性を活かした戦略

的な企業誘致・産業立地の推

進、多様な主体との連携、協

働による創業・ベンチャーの

促進、新産業の創出による、

新たな成長・発展 

競争力の源泉となる産業分

野ごとの人財育成・確保と多

様な就業機会の提供 

観光・コンベンション振興

を推進し国内外からの集客

強化による経済活性化 

５つの重点分野 

基

本

目

標 

主な施策 主な事業と成果指標  ★新規・開設  ★拡充 

知的財産の活用支援 

社会経済環境の変化への適

応、知財や技術を活かした経

営革新、資金供給の円滑化等

の経営基盤の強化による、元

気で自立した中小・中堅企業

の創生 

１ 活性化 中小・中堅企業 

２ 成長力 新産業・誘致企業 

４ 地域活力 

５ 集客力 観光・コンベンション 

商店街・ＣＳＲ 
市場等 

豊
か
な
市
民
生
活
を
支
え
る
横
浜
経
済
の
持
続
的
発
展 

少子高齢化社会の地域づく

りや、豊かな市民生活を支え

る地域経済の活性化、新たな

企業行動の創造 

３ 人財力 雇用・新たな担い手 

・横浜価値組企業認定     【⑲61 社⇒⑳134/116 社】〔A〕

★特許庁と連携した成功モデル企業の創出 

☆制度融資（経営安定資金拡充等）【融資枠⑳2241/1200 億円】〔A〕
・横浜型債券市場       【市場規模⑳63/200 億円】〔D〕

【支援企業⑳77/300 社】〔D〕

・横浜版 SBIR    【開発件数 ⑲７件⇒⑳13/12 件】〔B〕

★温暖化対策技術革新助成

・中小企業研究開発等助成    【対象件数⑳17/30 件】〔D〕

・再チャレンジ支援
★事業承継のための専門相談実施 
・上場企業 150 社プロジェクト【⑲128 社⇒⑳122/140 社】〔D〕
★ＢＣＰ（事業継続計画）策定等防災対策の意識啓発 

・工場新増設・設備投資等促進 【⑲75 件⇒⑳94/115 件】〔D〕

・条例活用新規企業立地    【⑲35 社⇒⑳44/45 社】〔C〕
・土地取引事前届出制等による土地利用の総合調整 

・条例対象以外企業誘致    【⑲96 社⇒⑳128/136 社】〔D〕

★研究開発拠点施設供用開始 →H21.3 竣工、4.1 供用開始 

・条例対象以外のアジア企業誘致 【⑲12 社⇒⑳17/17 社】〔C〕

★20 年度開設予定のムンバイ拠点を活用した経済交流 
★横浜インドセンター開設支援 →H21.4.1 事業開始 

・グローバルベンチャー企業の創出 【⑲166 社⇒⑳276/261 社】〔C〕
・ソーシャルベンチャー企業の創出  【⑲17 社⇒⑳43/42 社】〔C〕
・大学発ベンチャー企業の創出  【⑲21 社⇒⑳32/31 社】〔C〕

・新規協働事業実施        【⑲6 件⇒⑳7/8 件】〔C〕

・次世代経営者スクール開催【参加者数 ⑲19 人⇒⑳67/66 人】〔B〕
・人材育成支援 【取組企業数 ⑲124 社⇒⑳223/178 社】〔B〕

・横浜型地域貢献企業認定    【⑲35 社⇒⑳68/85 社】〔D〕

・元気づくりの支援拠点づくり  【⑲4 拠点⇒⑳5/6 拠点】〔C〕

・商店街活性化支援    【⑳延べ 484/267 商店街支援】〔B〕

★地域づくりの核としての商店街支援策の検討 

・消費生活総合センターの運営【あっせん解決⑳1597/1600 件】〔C〕
・消費者団体等との協働    【講座、相談⑳4/4 事業】〔C〕

☆新市場整備方針素案の策定に向けた課題整理の実施
・横浜旬鮮市場プロモーション、食肉流通広報 PR

・横浜観光プロモーションフォーラム【誘発総事業費⑳43/22 億円】〔B〕
☆インビテーション・トゥ・ヨコハマ・キャンペーン 

韓国、中国、台湾、香港集客戦略 
☆横浜・神奈川デスティネーションキャンペーン 
★ マリンタワー再生 →H21.3 竣工、5.23 グランドオープン 

・コンベンション誘致支援等 【開催件数 ⑳652/650 件】〔B〕
★三溪園夜間ライトアップ等【⑳夜間イベント 42/40 日増】〔B〕

６つの施策推進の考え方 

 “これからの横浜＝魅力ある都市づくり”の視点での施策展開へ 

都市力を高めるため「どのような企業、産業、人材、資源の集積・活性化が

必要か」「それをどのように誘導するか」など、魅力ある都市づくりの視点で

経済・観光施策を展開します。 
 
１ めまぐるしい経営環境の変化に的確に対応 

原油・原材料価格の高騰、円高など市内中小企業の経営環境が厳しいことか

ら、融資枠拡大等による資金供給の円滑化を中心に的確に対応を図ります。 
 
２ 経営革新に果敢に挑戦する中小企業の支援 

知財活用や新技術の開発などイノベーションにより厳しい変化を乗り越

え、競争力を高めていこうとする市内中小企業を総力を挙げて支援します。 
 
３  企業誘致と市内経済への波及を生み出す“好循環”へ 

企業立地促進条例等による企業誘致や、バイオなど新産業集積に加え、こ

れらと既存産業との連携を強化し、市内経済への波及・循環を生み出します。 
 

４ 急成長するアジアの力を横浜経済の活力へ 

世界で最もダイナミックに発展を続けるインドや中国などのアジア諸都市

との連携強化、経済交流の促進により、横浜経済の更なる発展につなげます。 
 

５  開港１５０周年を契機に地球の中で横浜経済を考える流れを 

＜未来志向型の企業行動の創造へ＞ 

技術革新による横浜市脱温暖化行動方針（ＣＯ－ＤＯ３０）の推進や、企業

活動を通じての地域・社会への貢献など、未来志向型の取組を行う企業を積

極的に支援します。 

＜観光・コンベンションを成長の確かな力へ＞ 

横浜経済を牽引する産業として、東アジアをはじめとする海外や国内からの誘客

と国際会議の開催誘致・支援を一層強化します。 
〔観光入込客数 5000 万人(2009 年)〕 

６  多様な主体の力を活かすためコーディネート力を発揮 

多様な主体との連携・協働を推進し、行政はコーディネート力を発揮しな

がら、横浜のポテンシャルを活かした横浜経済の持続的発展を実現します。 

平成２０年度 経済観光局 運営方針 

組織運営の考え方 

社会・経済環境の変化を敏感に感じ取り、あらゆる視点で事業の推進が

図れるよう、局のチーム力を高めます。 
≫「信頼される組織」企業・市民や社会からの要請に的確に対応 

≫「目標・情報を共有」局内・他局や多様な主体との連携強化 

≫「チャレンジする人財」自ら考え積極的に行動できる職員の育成 

知財を活かした経営支援など横浜型知
財戦略の推進 

中小企業融資制度による資金調達支

援、債券市場の推進 

経営の相談・支援、上場の支援や防災対

策の意識啓発 

工業集積の促進 

産業人財育成・活用プログラム構築、
人財育成支援（ものづくり・IT） 

団塊の世代等新たな担い手の活動支援 

アジア企業の戦略的誘致 

インドに関する拠点整備による経済交

流

凡例 【 】は、「中期計画の、⑲19 年度末時点での累計値⇒⑳20 年度末時点での実績値／目標累計値」を記載.。 
※上場企業数は、各年度末時点での社数。条例活用新規立地は 16 年度を始点とする。 

SBIR による行政課題解決に資する開
発の促進 

経済界等と一体となった地域連携雇用
促進 

・多様な世代・働き方支援事業【⑲328 人⇒⑳621/539 人】〔B〕
☆「雇用創出促進プラン」の進ちょく状況検証実施

（期末振返り） 

〔 〕は目標に対する評価。A（大きく上回る成果）、B（上回る成果）、C（目標ど 
おり）、D（下回る成果）、E（大きく下回る成果）



知的財産の活用支援
取組内容 目標 評価 担当課

横浜型知的財産戦略推進事業

　知的財産を生み出し、それを活かして成長・発展していく企業
を「横浜価値組企業」として認定し、横浜経済のさらなる活性化
を図ります。
　知的財産（知財）の活用を促進するために、個々の知財戦略
策定など積極的に知財活用に取り組む企業を支援します。
　国と連携し、市内企業のさらなる発展をめざし、知財経営に取
り組む成功モデル企業を創出します。

・横浜価値組企業の認定
55社

【取組内容】 【実績】

○横浜価値組企業評価・認定事業
　　平成21年度価値組企業の募集、評価、格付け、認定
○国と連携した事業
　　・事業の方向性の検討・評価等を行う委員会の開催
　　　　（学識経験者、専門家、市内企業や金融機関等で構成）
　　　　　計６回開催〔７/30、９/30、10/30、12/12、2/19、3/13〕
　　・知的財産セミナーの開催
　　　　計28回開催
　　・知財相談会２回開催（１２／１６、２／３）

・横浜価値組企業の認定
73社

新技術・研究開発支援
取組内容 目標 評価 担当課

新技術・新製品開発促進事業（横浜版ＳＢＩＲ）

①横浜版ＳＢＩＲの推進により、横浜市の提示した行政課題や、
地球温暖化対策に資する中小企業の研究開発・技術開発を支
援します。また、中小企業研究開発等助成により、企業独自の
テーマによる技術革新や新製品開発を支援します。

①横浜版SBIR開発件数
5件／研究開発助成活用
件数　30件

②企業提案型SBIRによる新商品の提案募集と企業・新商品の
認定を行います。

②企業提案型SBIR認定
企業・新商品の公表

【取組内容】 【実績】

①（ア）事業計画の募集を行い、横浜版ＳＢＩＲでは、行政現場か
ら昨年の倍となる16の研究開発テーマと、重点テーマ「温暖化対
策技術開発」を提示しました。
（イ）市内３か所で公募説明会を開催し、昨年を上回る申請を受
け付けました（57件）。
（ウ）審査会を開催し、支援対象企業を決定しました。
（横浜版ＳＢＩＲ　一般開発テーマ：６件（うち新規４件）、温暖化対
策技術開発：３件）
（中小企業研究開発等助成：17件）
（エ）横浜版ＳＢＩＲについては、支援対象企業に対し専門家を派
遣することにより研究開発をサポートしました。
（オ）開発成果を確認し、助成金の交付。
（横浜版ＳＢＩＲ　一般開発テーマ：６件（うち新規４件）、温暖化対
策技術開発：２件）
（中小企業研究開発等助成：17件）

②企業提案型SBIRによる新商品の提案募集を行い、７件の申請
があり、審査会を経て５件認定しました。

①
横浜版SBIR開発件数
新規６件
（一般開発テーマ４件、
温暖化対策技術開発２
件）

中小企業研究開発助成金
　17件（16社）

②企業提案型SBIR公表

A

B

１　活性化　　中小・中堅企業

重点施策別事業一覧

　社会経済環境の変化への適応、知財や技術を活かした経営革新、資金供給の円滑化等の経営基盤の強化
等による、元気で自立した中小・中堅企業の創生

経営・創
業支援課

ものづくり
支援課
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金融・経営支援
取組内容 目標 評価 担当課

中小企業融資制度事業の推進

　市内中小企業の成長・発展や経営の安定を図るため、企業規
模、事業資金需要に応じたきめ細かいメニューにより融資の円
滑化を図ります。

・融資枠　1,200億円
（12月に50億円の補正を
実施し、1,250億円に上
方修正）

【取組内容】 【実績】

原油・原材料価格の高騰、金融危機による景気悪化に対応した緊
急経済対策を実施。
○緊急経済対策
平成20年9月1日　　　「原油・原材料価格高騰対策特別資金」を
　　　　　　　　　　　　　　新設（～12月末まで）
　　　　　　　　　　　　　　・金利を大幅に引き下げ、借入コストを軽減
平成20年10月31日　「セーフティネット特別資金」の拡充
　　　　　　　　　　　　　　・融資対象業種の拡大
　　　　　　　　　　　　　　・融資期間の延長（運転資金）7年→10年
平成20年12月15日　「緊急借換支援資金」の新設
　　　　　　　　　　　　　　・既存の借入金の借換による月々の
　　　　　　　　　　　　　　 返済負担軽減
平成21年2月2日　　 「緊急借換支援資金」に信用保証料助成を
                            新設
　　　　　　　　　　　　　　・中小企業の一層厳しくなった資金繰り状況
                              を踏まえ、新たな支援策として信用保証料
                              助成を実施
　　　　　　　　　　　　　　・信用保証料率年0.8％→年0.6％（助成後）
○中小企業金融円滑化
　・中小企業金融の円滑化　金融庁、経済産業省への要望（11月）
　・市内中小企業の融資促進についての金融機関への要請（12月）
　　（7行訪問、他22行要請文書）
○制度融資の周知・ＰＲ
　・制度融資、債券市場の説明会を開催し、中小企業金融制度の
　　周知を図りました。
　　（金融機関説明会　９回、関係団体（工業会等）説明会　５回）
　・資金の新設・拡充について、チラシを金融機関、関係団体等へ
　　配布するとともに、テレビ、ラジオ、新聞、メールマガジン、経済
　　関係団体広報誌により周知を図りました。

【融資実績】

件数　     11,249件
金額　     2,241億円

（急激な景気悪化で経営
が厳しい中小企業の資金
繰り支援として緊急対策を
実施し、大幅な資金供給
を図りました。）

A 金融課
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横浜型債券市場推進事業

　中小企業の資金需要に応じて、社債やローン担保証券
（CLO）の発行支援を進め、自社の信用力をもとに資金調達を図
る元気な中小企業の成長・発展を後押しします。

・市場規模　200億円
・支援企業　300社

【取組内容】 【実績】

○少額私募債発行支援を実施。
【実績】H21.3月末実績（前年同月）
　　　　　件数　42社 (⑲61社）
　　　　　金額　4,560百万円 （⑲7,490百万円）
○少人数私募債発行支援を実施。
【実績】H21.3月末実績（前年同月）
　　　　　件数　4社　 (⑲3社）
　　　　　金額　68百万円 　（⑲114百万円）
○単独型CLO（保証なし）発行支援を実施。
【実績】  Ｈ2１.3月末実績（前年同月）
           件数　14社　 (⑲28社）
　　　　　 金額　870百万円　（⑲2,385百万円）
○大都市連携CLO（保証付）発行支援を実施。
【実績】  Ｈ2１.3月末実績（前年同月）
           件数　17社　 (⑲147社）
　　　　 　金額　791百万円　（⑲6,028百万円）

・市場規模　約63億円
・支援企業　77社

（世界的な金融危機等に
よる発行環境の悪化や景
気後退による企業の財務
状況の悪化等により目標
を下回った）

産業活性化資金融資事業の推進

　中小・中堅企業の高度化を促進する施設整備や企業誘致促
進インフラ整備等に加え、新たにコミュニティビジネスも対象事業
とし、（財）横浜企業経営支援財団が直接貸付の活用などによ
り、積極的な推進を図ります。

・融資枠　70億円

【取組内容】 【実績】

　横浜経済の持続的な発展に向け、バイオ関連企業の研究開
発施設等の整備や特定協約団体の経営改善のための金融支
援を実施しました。

【融資実績】
　件数　5件
　金額　3,313百万円

D

金融課

金融課

C
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中小企業経営安定事業の推進

　経営の悪化に苦しむ中小企業に対する経営相談、診断・指導
を行うとともに、「再挑戦支援事業」では、窓口相談、アドバイ
ザー等による支援・育成を実施し、資金調達等の手法について
充実を図ります。
　また、市信用保証協会との連携による診断・指導を実施し、企
業経営の健全化を進めます。
　さらに、中小企業で課題となっている事業承継問題の解決に
向け、4月に相談窓口を設置するとともに、横浜弁護士会が中心
となった弁護士、公認会計士等の専門家グループによる専門相
談を実施します。

・診断、指導件数　400件

【取組内容】 【実績】

　経営の悪化に苦しむ中小企業に対して、経営相談、診断・指
導を実施しました。
　また、一度事業に失敗し再挑戦に取り組む経営者に対して、
窓口相談を実施し、必要に応じて、多重債務の解消や私募債の
発行等についてのアドバイザーによる支援を行いました。
　経営の悪化の兆しのある企業に対しては、市信用保証協会と
連携し、経営が深刻な状況に陥らないよう、診断を実施しまし
た。
　事業承継に課題を抱える企業に対しては、４月に相談窓口を
設置し、必要に応じて、横浜弁護士会の協力を得て専門相談を
実施しました。
　10月31日からの「原材料価格高騰対応等緊急保証制度」導入
による国のセーフティネット指定業種の拡大に伴い、大幅に増加
した認定申請に対応するため、特別認定会場を設置し認定審査
体制の強化を図り、中小企業の資金繰りを支援しました。

・診断、指導件数　321件

上場企業150社プロジェクト推進事業

　株式上場へ向けた課題解決セミナー等の開催や、上場を目指
す企業と上場支援機関とのビジネスマッチングを行い、横浜経
済活性化のけん引役となり、横浜ブランドの形成・発信にもつな
がる企業の上場を支援します。

・市内上場企業数　12社
増

【取組内容】 【実績】

　上場を目指す企業と支援機関とのビジネスマッチング「アクセ
ルマッチングイベント」の開催（３回、計169名参加）や、上場に向
けた課題解決等を目的としたセミナーを実施（計10回）しました。
　※新規上場数については、新興市場の株価低迷や、金融危
機、景気後退等の影響により伸び悩んでいる状況です。

・市内上場企業数　６社
減

金融課B

D
経営・創
業支援課
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よこはま・ものづくり防災促進事業

　市内中小製造業の防災対策や被災後の事業継続性を高める
ための支援策について、市内中小製造業の経営者や有識者と
ともに検討します。
　検討結果をもとに、中小製造業を主な対象としたセミナーの開
催などを通じて、耐震診断・耐震工事や事業継続計画（BCP）の
策定など、防災への取組を啓発します。

・セミナーの開催　１回

【取組内容】 【実績】

①企業経営者、有識者、行政からなる横浜市中小製造業事業
継続推進方策検討委員会を6月に設置。3回開催し市内製造事
業者向けの防災・事業継続計画(BCP)の策定及び普及方策に
ついて議論しました。

②上記委員会の検討結果に基づき、「横浜版防災対策・BCP導
入ガイド」を作成し、普及啓発を目的とした「防災対策・BCPセミ
ナー」を開催しました。(11月13日)

③BCP策定に取り組む中小企業に具体的策定方法を支援する
ための「BCP作成実践セミナー」を開催しました。(2月27日)

④モデルとなる業種において、震災等に備えた業種間連携に関
する研究会を発足しました。

・セミナーの開催　２回
（BCP啓発セミナー　参加
者150人
 BCP作成実践セミナー
参加者50人）

・震災等に備えた事業継
続に関する研究会の開
催　２回

・BCP策定支援　１社(３
回)

設備投資支援
取組内容 目標 評価 担当課

工業集積促進事業

　助成や融資により市内の工業集積や工業系用途地域におけ
る中小製造業者による工場の新増設・設備投資を支援します。

・工場新増設等促進件数
40件

【取組内容】 【実績】

  工業集積促進助成(事業計画概要書の受付：16件)やものづく
り支援資金（3件）を通して、工場の新増設を支援しました。

・工場新増設等促進件数
19件

D

A

ものづくり
支援課

ものづくり
支援課
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取組内容 目標 評価 担当課

企業立地促進条例による助成事業

①年間を通じて、企業訪問等により、企業立地促進条例を活用
した本市への立地を働きかけます。

①条例を活用した新規立
地企業数　10件

②企業立地促進条例認定企業に対して、市内企業の活用と市
民雇用を依頼します。

②条例認定企業による市
内企業活用率　70％

③企業等誘致推進本部のもと、条例の適用期間後の施策を検
討します。

③条例適用期間後に新
たに展開すべき施策のま
とめ

【取組内容】 【実績】

①　立地検討中の企業に対し条例の活用を提案したり、不動産
開発事業者等に条例の周知を図るなど、様々な事業者に企業
立地を促進する働きかけを行いました。また、立地に向けてまと
まった事業計画に対する審査部会を４回開催（７月、９月、１２
月、３月）し、計９件の事業計画認定を行いました。

②　条例適用企業に対しては、市内企業の積極的活用に加え、
市民雇用についても文書で要請しました。

③　関係局による検討プロジェクトおいて検討を行い、現在の経
済情勢等に応じた支援内容の見直しを行ったうえで、適用期間
を延長する条例改正を行いました。

①　条例認定企業数：９
件　（ほか１件事業中止
により認定取消）
　＜内訳＞業務系地域：
２件、工業系地域：７件

②　建設・設備工事の発
注額に占める市内企業
発注率：87.7%

③　改正条例は３月５日
公布。２１年４月１日施行

企業誘致促進事業（助成等）

①企業等誘致推進本部のもと、関係各局、関連機関と連携した
情報収集、協働、企業訪問等の誘致活動を実施します。

②物件情報等の情報提供や、人材紹介など、企業ニーズに
合ったサポートを行います。

③海外でのトップセールスを実施します。

【取組内容】 【実績】

・他局や局内所管部署とも連携をとりながら誘致活動を行うととも
に（映像ビジネスサポートフォーラムなど）、ジェトロ・県との協働
により外資系企業の横浜への招聘・企業立上支援なども行いま
した。
・企業誘致助成制度の活用による支援にとどまらず、物件の情
報提供や同行しての案内、会計士・税理士等専門家の紹介と
いった、企業ニーズに合わせたサポートにより、国内外の企業の
横浜立地に向けての誘致活動を行いました。

・国内外からの企業誘致
件数　32件（国内21件、
海外11件（アジア５件を
含む））

D

・国内外からの企業誘致
　　　　　　　　　　　　40件

誘致･国
際経済課

誘致･国
際経済課

B

本社、研究所等の誘致

　横浜の特性を活かした戦略的な企業誘致・産業立地の推進、多様な主体との連携、協働による創業・ベン
チャーの促進、新産業の創出による、新たな成長・発展

２　成長力　　新産業・誘致企業
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産業立地の推進

①工業集積地域の維持保全を図るため、大規模土地取引事前
届出制度を活用し、工業系土地利用が継承されるよう調整を図
ります。
　また、関係局と連携し、土地利用の規制誘導策等を検討しま
す。

①届出制度を活用した土
地利用の調整／土地利
用誘導策の検討

②工場の建替え促進と工場緑化の両立を目指し、敷地外緑地
制度の創設に向けて取り組みます。

②工場立地法の敷地外
緑地制度の創設

【取組内容】 【実績】

①届出制度を活用した土地利用の調整を行いました。
　　また、土地利用施策について、関係局・課と検討を行いまし
た。

②本市独自の敷地外緑地制度ガイドライン策定に向けて、環境
創造局等と調整を行いました。

①事前届出制度実績
　 届出件数　　　：７件
　 ほか相談件数：６件

②２１年度内運用開始に
向けて調整

横浜ビジネス魅力推進事業

①横浜が有する優れたビジネス環境を顕在化させ、市内外にPR
するため、企業等の視点に立った、アピール性のあるプロモー
ションツールを民との協働により作成します。

①「横浜ビジネス魅力集
（仮称）」の発行

②本市の支援策について市内中小企業等に対して情報提供す
るため、産業施策に関するガイドブックを作成し、各種産業支援
機関、中小企業等への配布を通じて、市内中小企業等による本
市支援策の積極的な活用を図ります。

②産業施策に関するガイ
ドブックの作成、配布

【取組内容】 【実績】

①刊行物「横浜ビジネスの底力　－都市横浜の魅力と成長する
企業の秘訣」（年度当初は仮称「横浜ビジネス魅力集」を株式会
社神奈川新聞社との協働事業により編集・発行しました（書店発
売は4月7日以降）。

②市内中小企業等を対象とした支援施策をまとめたガイドブック
「横浜市中小企業等支援施策ガイドブック」を発行し、市内経済
団体、中小企業支援機関、区役所等横浜市関係窓口等に配布
しました。

①3月30日発行

②「横浜市中小企業等支
援施策ガイドブック」作
成・発行（6月）、約1,290
部配布

C

C
経済企画
課

事業調整
課
産業立地
調整課
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新産業集積（バイオ、IT等）
取組内容 目標 評価 担当課

ライフサイエンス都市推進事業

①産学官連携体制を整備し、研究開発を推進するとともに、研
究成果の事業化を促進します。併せて、ライフサイエンス都市戦
略事業の体系を整理します。

①市大医学部などとの連
携による共同研究体制を
年度末までに構築／秋ま
でに事業体系を整理

②研究開発拠点整備や木原財団のネットワークの活用等によ
り、バイオ関連の研究機関、企業の集積を推進します。

②バイオ関連企業の市
内集積数　150社

【取組内容】 【実績】

①先端科学技術に関する産学官連携拠点の形成計画を、関係
機関・大学等と協力して策定しました。

②木原財団が整備する研究開発拠点への入居企業誘致を、同
財団と連携しながら進めました。

①先端科学技術に関す
る産学官連携拠点形成
計画の策定

②バイオ関連企業の市
内集積数　147社
　研究開発拠点への入
居企業誘致活動の推進
（１独立行政法人、４社（う
ち市外企業２社））

ライフサイエンス都市推進事業（研究開発拠点整備事業）

　鶴見区末広町地区（横浜サイエンスフロンティア）において、バ
イオ関連企業等の立地促進を図るため、木原記念横浜生命科
学振興財団による研究開発施設の整備（平成20年度内供用開
始）を進めます。本市はこれとあわせて、周辺基盤整備等を進め
ます。

・H20年度内供用開始

【取組内容】 【実績】

　研究開発施設及び周辺基盤施設が３月にしゅん工しました（４
月１日供用開始）。

・建設工事しゅん工（４月
１日供用開始）

B

C

産業立地
調整課

産業立地
調整課
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IT産業集積推進事業

　ＩＴ産業戦略に基づき事業体系を整理し、半導体設計関連企
業や組込み関連企業等の集積・ネットワーク化を促進するととも
に、新たな企業の誘致やベンチャー支援団体との連携によるビ
ジネスチャンスを創出します。

具体的な事業プランを策
定し、連携体制を構築し
て事業を推進／新横浜
IT交流会　４回／ET
フォーラム　１回(150名）
／JASVA共催で研究会
４回／ET2008 、
EDS2009などIT関連展示
会との連携

【取組内容】 【実績】

○先端科学技術に関する産学官連携の具体的プロジェクトの創
成を目標とし、IT事業体系を整理するとともに、他の自治体・機
関等と調整し連携体勢を整え、計画を策定しました。
○半導体設計関連企業や組込み関連企業等の集積・ネットワー
ク化を促進するとともに、新たな企業の誘致やベンチャー支援団
体との連携によるビジネスチャンスを創出するために各種セミ
ナーやフォーラムを検討・開催しました。

・先端科学技術に関する
産学官連携拠点形成計
画の策定
・新横浜IT交流会開催
４回
・ETフォーラム開催　１回
(約150名）
・JASVAと共催で技術研
究会の開催を検討、横浜
エンベデッドコンソーシア
ムと技術研修会を計画
・ET2008横浜パビリオン
出展、EDS2009の後援、
横浜ITフォーラム開催 １
回
・横浜エンベデッドサロン
開催　４回

B
産業立地
調整課
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横浜経済活性化方策検討事業

　環境やエネルギーに関する新製品・商品の行政及び民間にお
ける利用を促進するとともに、市内中小企業による環境分野に
おける技術革新を促進するため、各分野で環境負荷の継続的
な改善活動に寄与する財（製品・商品）やサービスを提供するビ
ジネスの振興策を検討します。
　また、環境配慮型新製品・商品、サービスによる環境市場の形
成と、産業の環境化を目指す横浜経済活性化方策として、環
境・エネルギー産業の活性化策について検討します。

・環境・エネルギー産業
活性化策の立案

【取組内容】 【実績】

　「市内の環境・エネルギー産業活性化策」についての委託調
査実施
（文献やインターネットを活用し、各国の動きや国・自治体の状
況などの把握、市内の環境ビジネスの発掘と共に、ヒヤリングな
どを踏まえて、横浜のポテンシャルを抽出）

・報告書の作成
（期待される環境エネル
ギービジネスの課題と方
向性を明らかにするととも
に、プロジェクトとして検
討しうるテーマを抽出しま
した）

アジア経済戦略
取組内容 目標 評価 担当課

アジア経済交流事業

　市内企業のアジアビジネス拡大のため、アジア各国との企業
団等の派遣・受入れ、アジアビジネス相談を実施します。
　また、アジア企業の誘致を進めます。
　さらに、市内企業のインドビジネス拡充や、インド企業誘致に向
けて、インドセンター開設支援を行うとともに、20年度開設予定
のムンバイ拠点を活用した経済交流を進めます。

・商談件数　1,000件
（アジアを含む国際ビジ
ネスに関する商談件数）
・アジア企業の誘致件数
5件（企業誘致促進事業
の目標〔40件〕の内数）

【取組内容】 【実績】

受入件数 　27回
派遣件数　　４回

○アジア重点国・地域企業誘致助成制度などを活用し、アジア
企業の誘致活動を行っています。

・商談件数　1,548件
　（内、アジア　948件）

・アジア企業誘致件数
　5社

C

C
誘致･国
際経済課

経済企画
課
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ベンチャー企業創出
取組内容 目標 評価 担当課

ベンチャービジネス支援事業

　世界を舞台に活躍することを目指すグローバールベンチャー、
及び、社会的課題に対しビジネスの手法で解決に取り組むソー
シャルベンチャーの創出に向けて、セミナーの開催、次世代アン
トレプレナー教育、横浜ビジネスグランプリへの支援、及び、
EOY JAPANアワードレセプションへの支援を行います。

・ベンチャー企業創出数
120社
（内グローバルベン
チャー　95社／ソーシャ
ルベンチャー　25社）

【取組内容】 【実績】

　事業開始２年目となる横浜ベンチャーポート事業は、セミナー
による起業家予備軍への啓発や経営ノウハウの提供を行うと共
に、専門家の支援ネットワークを活用した効率的・有効的な支援
を行ってきました。また、起業家、投資家等の交流を促進させる
ことでビジネスマッチングを図っています。
　また、今年度から開始しましたソーシャル・アントレプレナー創
出・成長発展支援事業では、社会起業家志望者が中・長期間に
わたり企業で実地研修を行い、経営ノウハウ等ビジネスの実践を
学ぶOJT事業を実施しています。
　・横浜ビジネスグランプリ　平成21年２月１５日開催
　・EOY JAPANアワードレセプション　平成20年10月７日開催

・ベンチャー企業創出数
136社（内グローバルベン
チャー　110社／ソーシャ
ルベンチャー　26社）

大学発ベンチャー創業促進事業

　特許・経営等に詳しい専門家による相談・特許調査等を通じ
て、大学発ベンチャーの創業・事業拡大を促進します。

・大学発ベンチャー創業
数　10社

【取組内容】 【実績】

　経営・知財等の専門家をインキュベーションマネージャーとして
東工大横浜ベンチャープラザに派遣、常駐させ、入居者の早期
事業化、及び市内企業と入居企業の交流などを総合的にサ
ポートしました。

・大学発ベンチャー創業
数　11社

C

C

経営・創
業支援課

ものづくり
支援課
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産業人財の育成
取組内容 目標 評価 担当課

産業人財育成事業

①横浜市立大学エクステンションセンターとの共催事業として、
リーダー人材育成プログラム（みなとみらい次世代経営者スクー
ル）を本格実施します。

①参加者数　４７人

②専門人材、マネジメント育成方策の検討を行うため、市内で実
施されている育成メニューの整理、本市で実施する育成プログラ
ムの検討、市内で実施されている育成メニュー・セミナー・講座
等の一体的情報提供方法の検討を行います。

②育成メニューの整理／
本市で実施する育成プロ
グラム及び情報提供方法
の検討

【取組内容】 【実績】

①「みなとみらい次世代経営者スクール」については、前期の
「気づき編」及び、後期の「実線編」の開催に向け、横浜市立大
学をはじめ、横浜商工会議所、横浜企業経営支援財団、局内関
係各課をメンバーとする運営会議を３回開催し、実施プログラム
等を決定しました。参加者募集に際し、関係機関ホームページ
をはじめ、チラシ配布（５千枚）・広告掲載（６万２千部）を行うとと
もに、局内各課の事業と連携した広報ＰＲを行った結果、前期・
後期で合わせて48人の経営者等が参加しました。

②「専門人材・マネジメント人材育成方策の検討」については、
民間等研修機関に対して「人材育成・活用に関するニーズ調
査」を、また企業に対しては「市内企業の雇用実態と人材育成状
況のアンケート調査」を実施しました。また、学識経験者、民間研
修機関、企業経営者で構成する産業人材育成部会（６人）を設
置し、検討会議を３回開催するとともに、21年度に向けて事業化
の方向性を打ち出しました。

①参加者数　48人

②民間等教育機関や企
業のニーズ、課題を把握
するとともに、課題解決に
向けた事業策を検討し、
新年度事業として「人材
育成支援事業（情報提供
サイトの構築、セミナーの
開催）」を打ち出した。

B
雇用創出
課

　競争力の源泉となる産業分野ごとの人財育成・確保と多様な就業機会の提供

３　人財力　　雇用・新たな担い手
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経済の新たな担い手創生事業

①産業支援型NPO等経済の新たな担い手との協働により、経済
活性化事業を推進します。

①新規協働事業　2件

②経済の新たな担い手間のネットワーク形成及び認知度向上を
支援するため、任意団体「横浜経済の新たな担い手交流会」と
の共催により交流会を開催します。

②交流会開催　2回

【取組内容】 【実績】

①
【経済の新たな担い手提案型プログラム】
　平成20年度に認定した事業計画1件について、事業化に必要
な実現可能性調査を実施しました（８月下旬まで）。10月24日ま
でに、調査結果を踏まえた改善事業計画を提案団体に提出して
いただき、11月12日に審査を行った結果、1団体を協働事業実
施における支援対象に認定しました。（11月25日）
＜20年度認定支援対象事業＞
「ワークライフバランス向上を目指したテレワークの実施・推進」
事業

【経済の新たな担い手提案型プログラム】
　当初予定していた１件の募集について、危機的な本市財政状
況を踏まえ、本年度は見送ることとしました。

②【交流会】
　経済の新たな担い手間のネットワーク力の強化を図るとともに、
担い手活動のPRのため、本事業の支援対象団体が中心となっ
て設立した任意団体「横浜経済の新たな担い手交流会」との共
催で、「横浜ライフデザインフェア2008」の展示ブース出展およ
びセミナーを開催しました。（9/20、21）（ライフデザインフェアに
おいては、８名が新たに団体に入会し、基盤強化が図れた上、
各団体間の交流が深まり、その後の連携につながった。）
　第２回交流会開催を３月３１日に実施し、市内産業支援型ＮＰ
Ｏ同士の交流を図るとともに、本事業支援対象団体の活動成果
のＰＲを行いました。　参加者数：４４名

①新規協働事業　1件

②交流会開催　2回

C
経済企画
課
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ものづくり人材支援事業

①民間等の研修期間が実施する実技講習等の受講料の一部を
助成します。

②企業と学校の担当者による情報交換会等を開催します。

③中小製造業者に対する人材派遣・紹介のスキームを構築しま
す。

【取組内容】 【実績】

①19社（38件）に助成を行いました。

②企業と学校の就職担当者による就職懇談会のほか、工場見
学の実施により、学生への製造業就職に対する動機づけを行い
ました。

③大手企業ＯＢ活用の検討や、啓発のための講演会を行いまし
た。

・事業を活用して人材育
成に取り組む企業数　25
社

IT産業人材育成・活用促進事業

　専門学校、人材派遣企業などと連携してIT産業人材を育成し
ます。

・中学生組込体験教室３
回
・ニートのためのIT講座

【取組内容】 【実績】

①専門学校と連携してIT産業人材育成に関する体験教室を開
催しました。
②人材派遣会社や（社）神奈川県情報サービス産業協会と連携
してニート向けのIT産業人材育成講座の開催を検討しました。
③横浜エンベデッドコンソーシアムと連携し、企業経営者層へ人
材育成の重要性の啓発を行いました。
④若手組込みソフトウェア技術者や学生の技術教育の実践の場
であるETロボコン南関東大会を誘致しました。（平成21年9月本
大会開催予定）

①中学生向けの組込体
験教室開催 ４回
②ニート向けのIT産業人
材育成講座を検討
③企業経営者層へ人材
育成の重要性を啓発（横
浜エンベデッドサロン開
催 ４回）
④ETロボコン南関東大
会の誘致

C

B
産業立地
調整課

・事業を活用して人材育
成に取り組む企業数　24
社

ものづくり
支援課
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取組内容 目標 評価 担当課

地域連携雇用促進事業

①「横浜市雇用創出促進プラン」の全市的な推進を図るため、横
浜市地域連携雇用促進協議会及び雇用促進庁内連絡会議の
運営を行い、メンバー間の連携・協力を進めます。

①地域連携雇用促進協
議会開催　2回／雇用促
進庁内連絡会議の開催
４回／ワーキンググルー
プの開催　月１回／全庁
的協働事業の企画／「雇
用創出促進プラン」進
ちょく状況の検証

②多様な世代、働き方を支援するため、若年者、女性、団塊世
代等を対象として、ジョブマッチングよこはま事業（職業紹介事
業）を実施するとともに、横浜市男女共同参画推進センターとの
協働で、地域で働く女性の就業支援等を行います。

②若年者・女性・団塊世
代等の雇用創出数　211
人

【取組内容】 【実績】

①ワーキンググループ（係長級）会議、雇用促進庁内連絡会議
（課長級）、横浜市地域連携雇用促進協議会を開催し、雇用就
業施策の課題を洗い出すとともに、雇用のミスマッチ解消に向
け、地元経済界との協働事業として、「横浜で働こう！」推進事業
を打ち出しました。
　また、プランの進捗状況については、18年度から20年度上半
期までの雇用創出数を集計し、課題を洗い出すとともに、急速な
雇用情勢の悪化に対応すべく、今後の対応策を検討中です。

②「ジョブマッチングよこはま」事業については、11月末に緊急経
済対策の一環として、若者の対象年齢の上限を35歳未満から40
歳未満に引き上げるとともに、就業相談日を週２日から週３日へ
拡充しました。また、新年度においては、年齢制限を撤廃するよ
う改善しました。「地域で働く女性のための就業支援」事業につ
いては、９月25日に合同会社説明会を開催し、昨年の30社を上
回る40社の企業出展し、550人の求職者等が参加しました。
また、緊急経済対策の一環として、ハローワーク横浜と連携し、２
月２５日（水）、横浜新都市ホールにおいて緊急合同就職面接会
を開催しました（求人企業数５１社、求職者数約１３００人）。

①横浜市地域連携雇用
促進協議会開催　３回
（6/25,11/26,3/4）
／雇用促進庁内連絡会
議　５回
（6/20,10/27,11/21,1/7,
3/4）
／ワーキンググループの
開催　月１回
／「横浜で働こう！」を
キーワードに事業化を図
るとともに、協議会として
シンポジウムを開催
（3/14）
／横浜市雇用創出促進
プランによる雇用創出
数：約9,100人

②293人

職業訓練事業の充実

　職業訓練、求人企業の開拓及び就職指導を実施します。
・訓練生　　定員の80％
・就職率　　75％

【取組内容】 【実績】

　中央職業訓練校において、母子家庭の母や生活保護者を対
象に就職に役立つ専門知識と技能を習得させるために公共職
業訓練を実施するとともに就職支援をしています。（訓練科目
基礎訓練科、OA経理科、介護事務OA科、CAD製図科）

・入校率 定員の 98.2%
・就職率　76.2％

就業機会の提供

B

C
雇用創出
課

雇用創出
課
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商店街活性化支援事業

　地域ニーズや地域特性に応じた多様な商店街活性化の取組
を行い、商店街の魅力づくりや賑わいづくりを行います。
①商店街後継者育成事業
②安全安心な商店街づくり事業
③市井の名店継承事業
④商店街活性化プラン支援事業
⑤商店街と個店の経営支援事業
⑥商店街共同施設整備助成事業
⑦商店街活性化イベント助成事業
⑧商店街空き店舗活用事業

・商店街活性化支援　延
べ267商店街
①研修受講者　75人
②支援　100商店街
③マッチング　5件
④支援　30商店街
⑤支援　42商店街
⑥支援　20商店街
⑦支援　75商店街
⑧支援　4件

【取組内容】 【実績】

　厳しい経営状況下にある地域の商店街に対し、区役所と連携
を図りながら、活性化への取り組みについて相談や施策利用に
より支援しました。

①商店街の若手リーダー向けの研修を10月～11月に全４回シ
リーズで開催し、19名が受講しました。また、若手経営者向けの
研修を12月～３月の間に全４回シリーズで開催し、12名が受講し
ました。

②商店街の自主防犯活動経費と街路灯電気料に対する助成を
91商店街に対して行ったほか、事業利用に関する相談を50件実
施し、合計141件の支援を行いました。

③後継者のいない店舗事業者と店舗の継承希望者とのマッチン
グを６件実施し、２件が成立しました。

④商店街が策定した活性化事業計画に基づくソフト事業の支援
を16件実施したほか、事業利用に関する相談を25件実施し、合
計41件の支援を行いました。

⑤商店街に専門家を派遣し、マーケティング調査や活動方針等
の助言などの支援を11商店街（68回）実施したほか、専門家派
遣に係る相談を65件実施し、合計76件の支援を行いました。

⑥街路灯などの共同施設の整備に対する助成を14件実施した
ほか、共同施設の整備に関する相談を112件実施し、合計126件
の支援を行いました。

⑦地域や商店街の賑わいをつくるイベントに対する助成を86件
実施したほか、イベント実施に関する相談を14件実施し、合計
100件の支援を行いました。

⑧商店街の空き店舗を活用したビジネスプランの募集を行い、９
件の提案に対し４件を選定しました（うち２件が事業開始（助成実
施））。このほか、空き店舗の活用に係る相談を12件実施し、合
計14件の支援を行いました。

商店街活性化支援　延
べ484商店街（②・④～⑦
の合計）
①研修受講者　31人
②141件支援
③６件支援
④41件支援
⑤76件支援
⑥126件支援
⑦100件支援
⑧14件支援
※関連相談等含む

B

商業・コ
ミュニティ
ビジネス
振興課
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商店街支援施策検討事業

　地域の特性やニーズに対応した課題解決を図る地域づくりの
核として商店街を位置づけ、地域課題の解決に向けた効果的な
商店街支援策を検討します。

・商店街支援策について
一定の方向性を提示

【取組内容】 【実績】

　商店街支援施策の今後の方向性について検討するため、商
店街に対する消費者意識調査（H19年度）・商店街実態調査
（H18年度）の分析など、既存資料の整理・分析や、商店街に対
する活性化支援制度利用意識調査の実施と調査結果分析を行
いました。
　また、方向性検討に関するアドバイザリー会議（９月・１月）、支
援施策の枠組みに対するアドバイザリーヒヤリング（11月延べ３
回）を実施しました。
　さらに、平成21年度に向けた施策の体系化と、商店街活性化
支援制活用にあたってのPDCAの仕組みづくり等制度内容の見
直しを行いました。

・市内全商店街に対する
現支援制度の利用等意
識調査（８月　回収率：
61％）
・施策の方向性に対する
アドバイザリー会議（９
/26、１/22開催）
・アドバイザリーヒヤリング
の実施（11月延べ３回）

C

商業・コ
ミュニティ
ビジネス
振興課
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地域貢献企業支援
取組内容 目標 評価 担当課

横浜型地域貢献企業支援事業

　社会や地域への貢献を意識した事業活動を展開する市内企
業等の活性化を図るため、積極的にCSR（企業の社会的信頼
性）や地域への貢献活動に取り組む企業等を横浜型地域貢献
企業に認定します。また、認定企業の広報支援を行うため、CSR
ポータルサイトを構築します。

・横浜型地域貢献企業新
規認定　50社

【取組内容】 【実績】

・平成20年度から(財)横浜企業経営支援財団の自主事業として
展開しました。
・平成19年度申込企業企業５社を平成20年10月に認定しまし
た。
・平成20年度は52社の申込みがあり、システム構築等が整った
企業28社を平成21年３月に認定しました。
・CSRポータルサイト「CSR横浜」を様々な機関と連携するなどで
当初予定より内容を拡充し、平成21年２月に公開しました。

・横浜型地域貢献企業新
規認定　 33社
（申込企業　52社）

コミュニティビジネス支援事業

①コミュニティビジネスに関心を持つ市民向けに、入門講座を開
催します。

①入門講座開催　5回／
参加者　150人

②コミュニティビジネスに関心を持つ人の事業化を促進するた
め、初歩的な相談、情報発信及び交流の場の提供などを行いま
す。

②相談　50件／講座・交
流会等参加者　300人

③コミュニティビジネスの事業プランを募集するほか、今年度コ
ミュニティビジネスを立ち上げある事業者を対象に、助成、専門
家の経営サポートなどの支援を行うとともに、事業のPRを行いま
す。

③事業プラン応募　20件
／事業助成　7件

【取組内容】 【実績】

　コミュニティビジネスに関心を持つ方の初期相談から、安定経
営までを支援するため、（財）横浜企業経営支援財団、よこはま
ＣＢsmilesとともに事業を進めました。

①区と協働して関心の掘り起こしのための講座を開催しました。
　 さらに、多くの市民にコミュニティビジネスの実例を知っていた
だくため、「横浜ライフデザインフェア2008」にブース出展し、コ
ミュニティビジネス事業者がプレゼン等を行いました。

②よこはまＣＢsmilesで初歩的な相談に応じるとともに、起業期向
け講座、既に事業を行っている方の共通課題をお互いに話し合
うワーキンググループなどを実施しました。

③コミュニティビジネスの立ち上げを支援するため、チャレンジコ
ミュニティビジネス支援事業を実施ました。

①入門講座　４回／参加
者　156人
　ライフデザインフェア出
展・PR　（９/20、21）
　出展者　28事業者
　来場者数　870人

②相談　122件／講座・
交流会等　４回、参加者
251人

③応募件数  13件
　 助成件数  ５件

B

商業・コ
ミュニティ
ビジネス
振興課

経営・創
業支援課

D
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取組内容 目標 評価 担当課

消費生活総合センター運営事業

　市民の安全で快適な消費生活の実現に寄与するため、消費
生活総合センターを運営します。

①商品やサービスの契約・悪質商法等のトラブルに関する相談
に対応し、助言等を行うとともに、消費者の自主交渉が困難な場
合には、センターの仲介によるあっせん解決を図ります。

①消費生活相談新規受
付　24,000件／トラブル
あっせん解決　1,600件

②悪質商法の被害の未然防止を図るため、地域等へ講師を派
遣する出前講座の実施をはじめ、消費生活に関する幅広い知
識を提供する消費生活教室を、消費者ニーズを反映して実施し
ます。

②出前講座実施　92回
／消費生活教室実施
12回

【取組内容】 【実績】

①10月からスタートした「福祉従事者ホットライン」には福祉施設
の職員に加え、民生委員からも相談が寄せられ、高齢者の見守
り支援としての役割を果たしています（10月以降23件）。

②地域等へ講師を派遣する出前講座では福祉施設や町内会な
どに出向き、寸劇などを交え、悪質商法について注意を促しまし
た。また、消費生活教室では、消費者ニーズを反映させた食の
安全性に関する講座が好評で、区役所と共催で実施した講座で
は165名の参加がありました。

①受付相談件数　23,239
件／あっせん解決件数
1,597件

②出前講座　97回／消
費生活教室　12回

消費者団体等協働促進事業

　消費者被害の未然防止及び救済のため、講座の開催や相談
事業を本市と協働で地域できめ細かく実施する団体を募集し、
その自主的活動を促進します。

・消費者団体等との協働
事業実施
（消費者教育・啓発講座
3事業／消費生活相談1
事業）

【取組内容】 【実績】

　消費者被害の未然防止及び救済のため、講座の開催や相談
事業を実施する団体を募集し、講座36回、相談45回の事業を実
施しました。

・地域消費者教育・啓発
講座　3事業／消費生活
相談事業　1事業

取組内容 目標 評価 担当課

中央卸売市場のあり方検討

　市場関係事業者と開設者との協議会を発足させ、定期的な協
議を行い、新市場整備方針の策定を進めます。

・市場関係者との調整推
進
・新市場整備方針素案策
定

【取組内容】 【実績】

 ・市場関係事業者と開設者とによる協議会を６月に発足し、新市
場整備方針素案の策定に向け、統合に伴う諸課題についての
検討を進めました（12月までに５回開催）。

 ・コンサルタントを活用し、取扱数量の将来推計や施設規模な
どについて、各種データの分析を行いました。

 ・関係局プロジェクトを開催し、取扱数量の推計や商圏、交通ア
クセス、整備手法などについての検討を行いました（２月までに３
回開催）。

・協議会の開催（６月、８
月、９月、10月、12月）

・コンサルタント（㈱三菱
総合研究所）の選定（６
月）

・関係局プロジェクトの開
催（12月、21年1月、２月）

中央卸売
市場
　本場
　南部市場
　食肉市場

C

C

D

中央卸売市場の活性化

消費者支援

消費経済
課

消費経済
課
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旬鮮市場プロモーション事業

　旬で新鮮な食材による健全な食生活の普及啓発、食育の推進
や、横浜市場のＰＲによる知名度向上と消費促進のため、以下
の事業に取り組みます。

①横浜市場大学開催事業
　公開講座を通じて、卸売市場流通の役割と「食」についての市
民の理解を深めます。

①講座開催　10回

②市場と食育の普及啓発
　食育に関心の高い、成長期世代の親子に対し、市場見学等と
あわせ、市場の食材を使用した「体感・体験できる」食育教室を
開催します。また、食事バランスガイドや地産地消への取組をま
とめた「食育リーフレット」の配布を行います。

②食育教室開催　4回

③横浜市場知名度向上事業
　横浜市場の知名度アップのため、展示会、コンベンション、イ
ベント等の機会をとらえ、横浜市場をPRします。

③イベント開催　　３回
来場者数 延べ70,000人

④全国特産品集荷・ＰＲ事業
　卸売業者と連携し、産地が開催する特産品のＰＲイベントを支
援します。

④イベント開催　　　２回
来場者数 延べ12,000人

【取組内容】 【実績】

①横浜市場大学開催事業
（１）一般講座（7月～12月）
　　横浜市場で取り扱っている食材（青果・水産物・食肉）につい
て、市民を対象に全10回の講座を開催しました。
（２）生産者による出張講座（6月）
　　横浜市場へ出荷している「群馬の生梅」の生産者・出荷者と
消費者とが直接ふれ合える講座を開催しました。
（３）特別講座（3月）
　　食材（青果・水産物・食肉など）についての専門家による講座
を開催しました。
（４）インターネットを活用した情報発信（随時）
　　各講座の実施内容などをホームページに掲載し、広く情報を
発信しました。

②市場と食育の普及啓発
　６月に「よこはま市場食事バランスガイド」を作成（8,000部）した
ほか、食育教室を４回開催しました。

　・第１回（６月：食肉市場との共催で大鳥小学校で開催）
　　　食育教室：市内産野菜、「はまぽーく」の紹介と調理実習
　・第２回（８月：「子どもアドベンチャー2008」として本場で開催）
　　　市場見学と「食事バランスガイド」掲載メニューの調理実習
　・第３回（９月：ライフデザインフェア2008（パシフィコ横浜））
　　　「食事バランスガイド」掲載メニューの実演と試食（2日間計4
回実施）
　・第４回（11月：神奈川区役所との共催で神奈川区地区セン
ターで開催）
　　　子育て世代を対象とした食育教室：
　　　「食事バランスガイド」掲載メニューの調理実習

①横浜市場大学事業
講座開催12回（一般10
回、出張１回、特別１回）

（１）応募者114人の中か
ら受講生42名を決定、10
回開催
（２）参加者30名
（３）食肉市場との共催、
参加者14名
（４）講座ﾚﾎﾟｰﾄ、受講体
験記、ﾚｼﾋﾟなどを掲載（4
月～21年2月総ｱｸｾｽ数：
約51,600ｱｸｾｽ）

②食育教室開催　４回
　参加者数延べ　320名
　「よこはま市場食事バラ
ンスガイド」発行（8,000
部）

C

中央卸売
市場
　本場
　南部市場
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旬鮮市場プロモーション事業（つづき）

【取組内容】

③横浜市場知名度向上事業
　・「横浜フランス月間2008イベント（６月：ランドマークホール）」
及び「横浜ライフデザインフェア2008（９月：パシフィコ横浜）」に
市場紹介ブースを出展
　・「地産地消フォーラム（11月：情報文化センター）」において市
場を紹介

④全国特産品集荷・ＰＲ事業
　・「横浜市場発旬鮮みちのく特産品フェア」の開催（７月：横浜
駅西口広場）。
　　東北５県（山形、秋田、岩手、宮城、福島）産の旬の野菜や果
物の試食販売及び横浜市場のＰＲを行いました。
　・旬鮮リンク事業の開始（11月）
　　市場事業者と協働し、安全・安心な旬の青果物やそれらを取
り扱う小売店の情報をホームページやメールマガジンで消費者
に提供する仕組みを立ち上げました。

③来場者数　延べ20,000
人
　・横浜フランス月間
2008：800名
　・横浜ライフデザイン
フェア2008：18,000名
　・地産地消フォーラム：
1,200名

④来場者数　約6,500人
  　旬鮮リンク事業アクセ
ス件数 9,448件（11月～
21年2月）
　　メールマガジン登録
件数 187件（21年2月
末）、参加小売店　10店
舗（21年3月末）

中央卸売
市場
　本場
　南部市場

食肉流通広報PR事業

　「市場発横浜牛」など市場ブランドを活用し、「本場市場まつ
り」、「横浜発表会（在京メディア向け横浜説明会）」などで実施
する横浜市場のPR事業のほか、学校と連携した食育活動の支
援を行います。

・イベントでのＰＲ　8回
・学校との連携事業　6回

【取組内容】 【実績】

①市民に対し市場発ブランドの一層の周知を図るため、横浜デ
スティネーション、フランス月間等のイベントに出展しました。

②市内有名レストランのシェフや市内養豚生産者を講師として
小学校に派遣し、「食の大切さ」についての食育教育を行うととも
に、市場の仕組みを学ぶ機会を提供しました。

③消費者である市民に対し、企業との協働による料理教室等の
イベントを通じて、市場の仕組みや市場で生産された食肉の安
全性について広報しました。

①イベントでのＰＲ　9回

②学校との連携事業（小
学校での食育教室）　7
校

③企業との提携料理教
室　4回

C
中央卸売
市場
　食肉市場
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取組内容 目標 評価 担当課

横浜観光プロモーションの推進

①横浜への集客力を高める「第２次横浜観光プロモーション
フォーラム」認定事業や、新たな事業創出に向けて、企業、市
民、行政が一体となった「オール横浜」での支援を行います。

①誘発総事業費　22億
円

②「横浜特集」番組・記事の放映、制作に向けた誘発活動、メ
ディアとのネットワーク構築、及び、在京メディア向け「横浜発表
会」開催により、横浜を取り上げた番組・記事を誘発します。

②誘発総事業費　5億円

【取組内容】 【実績】

①本年度の認定事業の強化テーマとして「記念日」、「開港150
周年」、「周遊」、「海外誘客」を設定し、事業誘発を行った結果、
43件、総事業費約42.7億円の集客事業を創出しました。

②通常のパブリシティ活動を含めた対応件数が161件、メディア
に取り上げられた件数が219件にのぼっています。
　また、12月4日に東京・竹芝でメディア向けに横浜の観光関連
情報を伝える「横浜発表会2009」を開催し、217名のメディア関係
者の参加がありました。

①誘発総事業費
　　約42.7億円

②誘発総事業費（広告費
換算）　約７億４千万円

インビテーション・トゥ・ヨコハマキャンペーン事業

①東アジアからの来訪者が自国で横浜の観光情報を収集でき、
横浜への訪問・滞在を楽しみ、来訪したくなるよう、観光情報発
信の充実、及び、東アジア各国・地域事情に即した誘客プロ
モーションを実施します。

①現地での記事掲載　6
媒体

②外国人来訪者の横浜滞在時の満足度を高めるため、外国人
にもわかりやすい案内表示等を行います。

②多言語に対応した案
内表示等の実現

【取組内容】 【実績】

①台湾、香港、韓国からメディアを招聘し、雑誌、ＷＥＢ計13媒
体に横浜の観光情報を掲載しました。

②多言語対応案内表示の庁内調整、外国人向けガイドブックの
増刷、及び歩行者用案内地図の更新、横浜駅での外国人モニ
ターによる表示点検の実施

①13媒体

②ガイドブック（英10万､
韓5万､簡3万､繁3万）
　更新対象案内地図39
基

B

B

観光振興

観光交流
推進課

観光交流
推進課

５　集客力　　観光・コンベンション

　観光、コンベンション振興を推進し国内外からの集客強化による経済活性化

23／27



横浜型テーマ月間事業

　「横浜フランス月間」など統一テーマに関係するイベントを誘発
し、効果的にプロモーションすることにより、横浜への集客増加を
図ります。

・参加事業者数　延べ
465事業者
・パブリシティ　延べ285
回

【取組内容】 【実績】

　市内の飲食店をはじめ、観光・文化施設、宿泊施設、商業施
設、企業などの参加により、６月の「横浜フランス月間」、10月の
「横浜アジアンウェーブ」、12～２月の「横濱ブリリアントウェイ」と３
つのテーマ月間事業を実施するとともに、５月に開催されたアフ
リカ開発会議を契機とする「アフリカ月間」と連携し誘客を促進し
ました。
　特に、「横浜フランス月間」では北部エリアでの展開を図るほ
か、「横浜アジアンウェーブ」ではこれまでのネットワークを活用
し、新規事業創出に努めた結果、イベント数を約70％増加させ、
「横濱ブリリアントウェイ」では開港広場のイルミネーションを新た
に実施するなど、前年度より拡充した取組を行いました。

・参加事業者数　延べ
417事業者
・パブリシティ　延べ258
回

横浜・神奈川デスティネーションキャンペーン事業

　「全国宣伝販売促進会議」において、以下を実施し、旅行商品
の造成とメディアへの露出を促します。
　・横浜の魅力を強力にプロモーションする「観光戦略会議」
　・対面形式での個別商談を行う「展示・商談コーナー」
　・食を中心としたおもてなしと交流を図る「レセプション」
　・横浜の魅力あふれる観光スポットを実際に視察する「エキス
カーション」

・会議参加者数　800名

【取組内容】 【実績】

①　６月２日　「全国宣伝販売促進会議」を開催
②　部会開催（観光開発、広報宣伝、受入、近隣都市部会）
③　8～１月　新規事業誘エントリーの提案募集
④　9月　5連ポスター撮影
⑤　10～２月　旅行商品造成のための代理店向け営業
⑥　12月4日　ゆずが横浜150周年のテーマソングを制作すること
　　　　　　　　　を発表（横浜発表会）
⑦　12月11日　第2回幹事会
⑧　12月～3月　本番用ガイドブックの作成
⑨　2月3日　ゆず共同インタビュー
⑩　2月23日　記事化促進のためのメディア向けツアー
⑪　3月27日　平成21年度第2回委員会
⑫　3月中　ゆずによるテーマソング完成

①参加者数　約860人
②総開催数　35回
③エントリー件数　128件
④6,000組、4月完成予定
⑤28社
⑥新聞、雑誌、Web等
　　17媒体に掲載
⑦開催
⑧50万部、４月完成予定
⑨参加社数　５６社
⑩参加社数　8社
⑪開催
⑫完成

マリンタワー再生事業

　開港100周年記念事業の一環で建設されたマリンタワーの改
修工事を行い、平成21年春にリニューアルオープンします。

・マリンタワー改修工事完
了

【取組内容】 【実績】

・敷地整備工事の契約を行い、工事に着手しました。
・３月末の竣工に向けて各種工事の調整及び運営事業者による
内装工事の調整を行いました。
・運営事業者と運営内容及び賃貸借契約締結に向けた調整を
行いました。

マリンタワー改修工事完
了
（耐震補強、バリアフ
リー、塔体塗装、敷地整
備工事完了）
・営業内容確定
・賃貸借契約締結

事業調整
課

観光交流
推進課

観光交流
推進課

B

C

B
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取組内容 目標 評価 担当課

コンベンション開催誘致支援事業

　コンベンション誘致に向けた主催者等へのアプローチ、企業コ
ンベンションや市民参加型の展示会の誘致支援を行います。

・コンベンション開催件数
650件

【取組内容】 【実績】

　誘致活動の結果、「第4回国際創傷治癒学会」（2012年）、「再
生可能エネルギー2010国際会議」（2010年）、「第16回世界作業
療法士連盟国際会議」（2014年）の開催が決定しました。
　支援においては、「第11回世界乳幼児精神保健学会世界大
会」「第11回世界内視鏡外科学会」などの大型国際会議や
「2008年国際航空宇宙展」などの市民向け展示会を対象に、横
浜市のホスピタリティを示す歓迎横断幕の掲出や、会議参加者
に横浜の観光等アフターコンベンションの情報を提供するイン
フォメーションデスクの設置等を新たに実施しました。
　また、市内事業者等と連携し、企業コンベンション誘致に向け
たソウルでの現地説明会や、コンベンション運営会社などを対象
とした横浜説明会を開催するなどのセールス活動を行いました。

コンベンション開催件数
652件

三溪園アフターコンベンション・海外誘客プロジェクト

　三溪園の主要建造物や庭園のライトアップ設備及び受入体制
の整備を行い、夜間開催イベントを拡充します。また、特に東ア
ジアからの誘客に備えて、園内主要サインの多言語化を行うほ
か、三溪園までのアクセス向上に向けたサイン整備等に取り組
みます。

・夜間イベント開催　前年
度比40日増

【取組内容】 【実績】

　夜間イベントは、11月20月から12月21日までの「紅葉の夕べ」
で続けて32日間、主要建造物や庭園のライトアップを行いまし
た。その他、年度末までに予定を含め10日間ライトアップを行な
います。また、案内サインについては、園内の他に園外も主要サ
インの多言語化を行い、今年中には工事を終了する予定です。

・夜間イベント開催　前年
度比42日増

観光交流
推進課

B

観光交流
推進課

コンベンション誘致

B
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取組内容 目標 評価 担当課

工業技術支援センターの効率化

　中小企業に対する技術支援の高度化及び効率的な運営を推
進します。民間活力の導入や大学等との連携により、技術相談
事業の効率的な執行を図ります。また、事業統合などによる業務
の効率化、及び、施設の有効活用による管理費負担の軽減を図
ります。

・民間活力の導入
・施設の有効活用
・技術支援の高度化

【取組内容】 【実績】

　技術相談事業の民間委託化や、神奈川県産業技術センター
などとの共同研究の実施、広域的な技術支援の連携を図るた
め、神奈川県、東京都、千葉県、埼玉県の公設試験研究機関で
構成する首都圏公設試連携体（ＴＫＦ）にメンバーとして加わり、
技術支援の高度化に向けた取組を実施しました。
　また、施設内貸事務所スペースの入居募集を行い、短期間で
すが一部利用が図られました。

・事業委託化　１件
・共同研究　　１件
・首都圏公設試連携事業
4件
・貸事務所　１件

（財）横浜企業経営支援財団事業

①中小企業等から信頼される中核的支援機関及び専門家集団
として、民間専門家・支援機等との協働・ネットワークにより、中
小・中堅企業の総合的・継続的な経営支援に取り組みます。

①相談、支援サービスの
利用満足度　4.5

②自主財源の確保による事業の展開を進めます。
②本市補助金（運営費、
事業費）　3億円（協約
上）

③所有施設の有効活用を進めます。 ③施設入居率　90％

【取組内容】 【実績】

①財団職員の専門性向上に努めるとともに、企業支援ネットワー
クの核として様々な機関と業務提携を締結することで、専門ノウ
ハウを活用した企業支援を行いました。
※連携先　金融機関：６行
　　　　　　　大学：（市内）９大学、（市外）８大学、（国外）１大学

②③所有施設の有効活用、施設入居率の維持・向上等により自
主財源の確保に努めることで、本市補助金についてはすでに21
年度目標を上回る水準を達成しました。

①相談、支援サービスの
利用満足度　4.8

②本市補助金　約2億
6,100万円（当初予算）

③施設入居率　94.8％

経営・創
業支援課

ものづくり
支援課

運営の取組

C

A
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中央卸売市場のあり方検討（再掲）

　市場関係事業者と開設者との協議会を発足させ、定期的な協
議を行い、新市場整備方針の策定を進めます。

・市場関係者との調整推
進
・新市場整備方針素案策
定

【取組内容】 【実績】

 ・市場関係事業者と開設者とによる協議会を６月に発足し、新市
場整備方針素案の策定に向け、統合に伴う諸課題についての
検討を進めました（12月までに５回開催）。

 ・コンサルタントを活用し、取扱数量の将来推計や施設規模な
どについて、各種データの分析を行いました。

 ・関係局プロジェクトを開催し、取扱数量の推計や商圏、交通ア
クセス、整備手法などについての検討を行いました（２月までに３
回開催）。

・協議会の開催（６月、８
月、９月、10月、12月）

・コンサルタント（㈱三菱
総合研究所）の選定（６
月）

・関係局プロジェクトの開
催（12月、21年1月、２月）

中央卸売
市場
　本場
　南部市場
　食肉市場

D
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